
事業の「かけもち」を行う際の許可基準の変更案

旅客自動車運送事業者による貨物運送
貨物自動車運送事業者による

旅客運送

乗合バスによる貨物運送 貸切バスによる貨物運送 タクシーによる貨物運送 トラックによる旅客運送

現在の取扱い

少量の貨物（*）であれば、特段の手続きなく有償
運送が可能（道路運送法§82）
*原則350kg未満。超える場合には個別に判断。

不可 不可 不可

取扱い変更案

①350kg未満の貨物であれば、特段の手続きなく
有償運送が可能（道路運送法§82）（従来通り）
②350kg以上の貨物については、一般貨物自動
車運送事業の許可（貨物自動車運送事業法§
３）を受けた場合には、有償運送を可能とする。
（過疎地域内には限らない。）
ただし、輸送の安全確保の観点から、運送できる
荷量について、以下のとおり一定の制限を設ける。

一般貨物自動車運送事業の許可（貨物自
動車運送事業法§３）を受けた場合には、
過疎地域において貨物の有償運送を可
能とする。
ただし、輸送の安全確保の観点から、運
送できる荷量について、以下のとおり一定
の制限を設ける。

一般貨物自動車運送事業の許可（貨物自動車
運送事業法§３）を受けた場合には、過疎地域
において貨物の有償運送を可能とする。
ただし、輸送の安全確保の観点から、運送でき
る荷量について、以下のとおり一定の制限を
設ける。

一般旅客自動車運送事業の許
可を受けた場合には、過疎地
域において旅客の有償運送を
可能とする。

運送可能な荷量
や人数について

旅客が乗車する場所に積載できる貨物の重量は、
「（車両乗車定員数-乗車人数）×55kg」（※）とす
る。

ただし、
・車両改造（座席数の減）により積載スペースを
確保する場合は、減らした座席数×55kgを（※）
に加えた重量を上限とし、（ただし、バス等の性質
を失わないものとする。）
・バスの腹のスペースを最大限使って積載する場
合、20kg（スーツケースの預入可能重量を想定）
×乗車定員を（※）に加えた重量を上限とする。

旅客が乗車する場所に積載できる貨物の
重量は、「（車両乗車定員数-乗車人数）
×55kg」（※）とする。

ただし、
・車両改造（座席数の減）により積載ス
ペースを確保する場合は、減らした座席
数×55kgを（※）に加えた重量を上限とし、
（ただし、バス等の性質を失わないものと
する。）
・バスの腹のスペースを最大限使って積
載する場合、20kg（スーツケースの預入可
能重量を想定）×乗車定員を（※）に加え
た重量を上限とする。

旅客が乗車する場所に積載できる貨物の重量
は、「（車両乗車定員数-乗車人数）×55kg」
（※）とする。

ただし、
・車両改造（座席数の減）により積載スペース
を確保する場合は、減らした座席数×55kgを
（※）に加えた重量を上限とし、（ただし、タク
シー等の性質を失わないものとする。）
・トランク等の乗車スペース以外のスペースを
使って積載する場合には、20kg（スーツケース
の預入可能重量を想定）×乗車定員を（※）に
加えた重量を上限とする。

車両の定員を上限とする

最低車両台数
について

一般貨物自動車運送事業の用に供する乗合車
両を含めて、乗合事業の許可に係る最低車両台
数を満たせば足りる。

一般貨物自動車運送事業の用に供する
貸切バス車両を含めて、貸切バス事業の
許可に係る最低車両台数を満たせば足り
る。

一般貨物自動車運送事業の用に供するタク
シー車両を含めて、タクシー事業の許可に係る
最低車両台数を満たせば足りる。

旅客自動車運送事業の用に供
するトラック車両を含めて、ト
ラック事業の許可に係る最低車
両台数を満たせば足りる。

運行管理の
あり方
について

①の場合は貨物の運行管理者の選任は不要。
②の場合は貨物の運行管理者の選任が必要（貨
物・旅客の運行管理者資格を保有している場合、
兼務が可能）

貨物の運行管理者の選任が必要（貨物・
旅客の運行管理者資格を保有している場
合、兼務が可能）

貨物の運行管理者の選任が必要（貨物・旅客
の運行管理者資格を保有している場合、兼務
が可能）

旅客の運行管理者の選任が必
要。（貨物・旅客の運行管理者
資格を保有している場合、兼務
が可能）

その他 ― ― ―
旅客運送を行う運転者には二
種免許の取得が義務

○旅客自動車運送事業者は貨物自動車運送事業の許可、貨物自動車運送事業者は旅客自動車運送事業の許可をそれぞれ取得した場合
には、一定の条件のもとで事業の「かけもち」を行うことができることとする。

参考資料２

【基準の概要】


